第４章　就労の現状とニーズ　【障がい者】
１．就労

（１）就労の状況

就労の状況について、福祉的就労を含めて「仕事をしている」は、身体に障がいのある人では24.7％、知的障がいのある人では67.2％、精神に障がいのある人では38.2％、指定難病患者では34.9％、手帳未所持者では77.1％となっています。

図表４－１　就労の状況
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身体障がい （n=1,468）

視覚障がい （n=  167）

聴覚等障がい（n=  159）

言語等障がい（n=   52）

肢体不自由 （n=  504）

内部障がい （n=  586）

知的障がい （n=  244）

精神障がい （n=  228）

指定難病 （n=  272）

手帳未所持 （n=   35）

仕事をしている 仕事はしていない 通学中、職業訓練中 無回答


年齢別にみると、概ね年齢が低いほど「仕事をしている」が高い傾向にあります。
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身体障がい （n=363）

視覚障がい （n= 38）

聴覚等障がい（n= 52）

言語等障がい（n= 14）

肢体不自由 （n=118）

内部障がい （n=141）

知的障がい （n=164）

精神障がい （n= 87）

指定難病 （n= 95）

手帳未所持 （n= 27）

正職（社）員

正職（社）員以外

自営業（家の仕事の手伝い含む）

内職

就労移行支援事業所、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所、作業所等を利用

その他

無回答


（２）就労の形態

就労の形態としては、「就労移行支援事業所、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所、作業所等」での《福祉的就労》が、身体に障がいのある人では12.1％、知的障がいのある人では61.6％、精神に障がいのある人では34.5％、指定難病患者では1.1％、手帳未所持者で92.6％となっています。一方、「正職（社）員」「正職（社）員以外」「自営業（家の仕事の手伝い含む）」「内職」での《一般就労》は、身体に障がいのある人では83.4％、知的障がいのある人では34.2％、精神に障がいのある人では63.2％、指定難病患者で97.8％、手帳未所持者で3.7％となっています。

図表４－２　就労の形態
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職場までの通勤が大変である

通勤の費用がかかる

通院のための休みが取りにくい

職場の建物や机などの設備のバリアフリーが十

分でない .

職場でのコミュニケーションがうまくとれない

特にない

その他

無回答

身体障がい（n=363）

知的障がい（n=164）

精神障がい（n= 87）

指定難病 （n= 95）

手帳未所持（n= 27）
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障がいについて理解や配慮をしてもらえない

職場までの通勤が大変である

通勤の費用がかかる

通院のための休みが取りにくい

職場の建物や机などの設備のバリアフリーが十

分でない .

職場でのコミュニケーションがうまくとれない

特にない

その他

無回答

視覚障がい （n= 38）

聴覚等障がい（n= 52）

言語等障がい（n= 14）

肢体不自由 （n=118）

内部障がい （n=141）


（３）就労による年間収入

就労による年間収入が100万円以上あるのは、身体に障がいのある人で58.9％、知的障がいのある人で23.2％、精神に障がいのある人で47.0％、指定難病患者で67.3％となっています。

図表４－３　就労による年間収入
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視覚障がい （n=122）

聴覚等障がい（n=101）

言語等障がい（n= 37）

肢体不自由 （n=342）

内部障がい （n=417）
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身体障がい （n=1,019）

視覚障がい （n= 122）

聴覚等障がい（n= 101）

言語等障がい（n= 37）

肢体不自由 （n= 342）

内部障がい （n= 417）

知的障がい （n=   68）

精神障がい （n=  140）

指定難病 （n=  166）

手帳未所持 （n=    5）

働きたい 働きたいが自分の身体状況等を考えると難しい

働くつもりはない、または、働く必要がない 無回答


（４）就労における困りごと

就労における困りごとについてたずねたところ、いずれも「特にない」が最も高くなっています。これ以外の具体的な選択項目の中では、身体に障がいのある人で「障がいについて理解や配慮をしてもらえない」、知的・精神に障がいがある人で「職場でのコミュニケーションがうまくとれない」、指定難病患者で「通院のための休みが取りにくい」、手帳未所持者で「通勤の費用がかかる」と「職場でのコミュニケーションがうまくとれない」が、それぞれ最も高くなっています。

図表４－４　就労における困りごと（複数回答）
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企業などが積極的に障がいのある人を雇うこと

障がいのある人に配慮した職場の施設・設備が

整っていること .

障がいのある人にあった就労条件が整っている

こと .

障がいのある人に対する事業主や職場の仲間の

理解や配慮があること .

仕事をするための企業内訓練・研修の機会が充

実していること .

自営業を希望する障がいのある人への支援が充

実していること .

通勤や移動に対して配慮や支援があること

健康管理が充実していること

障がいの特性や程度にあった仕事が提供される

こと .

働く場の紹介（斡旋）や相談が充実しているこ

と .

就職に結びつく技術や知識を習得する機会が提

供されていること .

就労する前に適正等を踏まえて就労先を選択す

るための支援があること .

就労した後の環境の変化に伴う生活面の相談等

の支援があること .

就労移行支援や就労継続支援のサービスが整備

されていること .

特に必要ない

その他

無回答

身体障がい

（n=1,468）

知的障がい

（n=  244）

精神障がい

（n=  228）

指定難病

（n=  272）

手帳未所持

（n=   35）


身体に障がいのある人について、さらに障がいの種類別にみると、「職場までの通勤が大変である」では視覚障がいのある人、「職場でのコミュニケーションがうまくとれない」では聴覚等障がいのある人が、ほかの障がい等に比べて高くなっています。
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企業などが積極的に障がいのある人を雇うこと

障がいのある人に配慮した職場の施設・設備が

整っていること .

障がいのある人にあった就労条件が整っている

こと .

障がいのある人に対する事業主や職場の仲間の

理解や配慮があること .

仕事をするための企業内訓練・研修の機会が充

実していること .

自営業を希望する障がいのある人への支援が充

実していること .

通勤や移動に対して配慮や支援があること

健康管理が充実していること

障がいの特性や程度にあった仕事が提供される

こと .

働く場の紹介（斡旋）や相談が充実しているこ

と .

就職に結びつく技術や知識を習得する機会が提

供されていること .

就労する前に適正等を踏まえて就労先を選択す

るための支援があること .

就労した後の環境の変化に伴う生活面の相談等

の支援があること .

就労移行支援や就労継続支援のサービスが整備

されていること .

特に必要ない

その他

無回答

視覚障がい

（n=167）

聴覚等障がい

（n=159）

言語等障がい

（n= 52）

肢体不自由

（n=504）

内部障がい

（n=586）


単位：％

	区
分
	仕事がむずかしい
	障がいについて理解や配慮をしてもらえない
	職場までの通勤が大変である
	通勤の費用がかかる
	通院のための休みが取りにくい
	職場の建物や机などの設備のバリアフリーが十分でない
	職場でのコミュニケーションがうまくとれない
	特にない
	その他
	無回答

	身体障がい
	18～39歳（n= 82）
	4.9
	17.1
	13.4
	6.1
	2.4
	12.2
	20.7
	45.1
	6.1
	3.7

	
	40～64歳（n=155）
	3.9
	18.1
	11.0
	6.5
	4.5
	4.5
	9.7
	49.7
	7.7
	4.5

	
	65歳以上（n=113）
	4.4
	8.8
	6.2
	4.4
	3.5
	0.9
	4.4
	62.8
	6.2
	10.6

	知的障がい
	18～39歳（n=111）
	8.1
	5.4
	9.0
	9.9
	1.8
	1.8
	23.4
	45.9
	5.4
	4.5

	
	40～64歳（n= 48）
	4.2
	8.3
	10.4
	2.1
	2.1
	-
	18.8
	52.1
	4.2
	8.3

	
	65歳以上（n=  4）
	-
	-
	-
	-
	-
	-
	25.0
	50.0
	-
	25.0

	精神障がい
	18～39歳（n= 31）
	9.7
	16.1
	16.1
	19.4
	12.9
	-
	19.4
	32.3
	19.4
	3.2

	
	40～64歳（n= 48）
	12.5
	25.0
	18.8
	14.6
	6.3
	4.2
	29.2
	25.0
	10.4
	8.3

	
	65歳以上（n=  7）
	-
	-
	-
	-
	28.6
	-
	-
	42.9
	14.3
	14.3

	指定難病
	18～39歳（n= 14）
	-
	7.1
	21.4
	7.1
	21.4
	-
	-
	42.9
	7.1
	7.1

	
	40～64歳（n= 54）
	1.9
	14.8
	14.8
	1.9
	14.8
	-
	5.6
	61.1
	5.6
	1.9

	
	65歳以上（n= 22）
	-
	-
	-
	4.5
	-
	-
	-
	81.8
	-
	13.6

	手帳未所持
	18～39歳（n= 10）
	10.0
	10.0
	10.0
	40.0
	10.0
	10.0
	30.0
	40.0
	10.0
	-

	
	40～64歳（n= 14）
	7.1
	-
	7.1
	7.1
	-
	7.1
	14.3
	50.0
	7.1
	7.1


「その他」として、主に次のような記入がありました。

	区　　分
	主な内容

	身体障がい
	・仕事が忙しい

・障がいに応じた作業がない

・収入が不安定

・不況により障がい者への当たりが冷たい

・差別対応、嫌がらせがある

・難聴のため会議が苦労する

・内線電話対応などできないことの配慮をしていただく必要がある
・声が出ないので電話が使えない
・賃金が低い

・雨の日の通勤が大変
・疲れのため、短時間しかできない

・高齢になり、今までのようには働けない

・見た目でわからないので肉体労働が大変なときがある
・今より休みのある所に職場を変えたいが、探すのが難しいし、相談する所がわからない
・障がいについては言ってない

	知的障がい
	・高等部を卒業したとたんに対応が違い過ぎる、ただでさえ戸惑っているのに
・休み(有休、正月)がもう少しほしい
・未だに会社の保健に入れてもらえてなくて、給料が少なくて悩んでいる
・設備等が不充分(エアコン等)

	精神障がい
	・Ｂ型の工賃でバス代がまかなえない

・ずっとバイトで最低賃金に近い

・収入が少ない

・お金がなかなか貯まらない
・エアコンの節約

・すぐ怒る人がいる

・特定の苦手に対してうまくできないが、障害を告知する方が不利益のため、何とかしのいでいる

・定年制度

	指定難病
	・賃金が安い

・最低賃金ではあるのだが不充分

・体への負担が大きい
・体調によって休んだりして、迷惑をかけてしまう

	手帳未所持
	・常に金欠であること

・駐車場の料金が高い、交通費が出ないのできつい


２．未就労

（１）未就労の理由

「仕事はしていない」人にその理由をたずねたところ、身体に障がいのある人と指定難病患者は「高齢のため」、知的障がいのある人は「重度の障がいがあるため」、精神に障がいのある人と手帳未所持者は「病気のため」が、それぞれにおいて最も高くなっています。

図表４－５　未就労の理由（複数回答）
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働くところがないため

通勤が困難なため

自分にあった仕事がないため

高齢のため

病気のため

重度の障がいがあるため

家事に専念しているため

その他

無回答

身体障がい

（n=1,019）

知的障がい

（n=   68）

精神障がい

（n=  140）

指定難病

（n=  166）

手帳未所持

（n=    5）


身体に障がいのある人について、さらに障がいの種類別にみても、いずれも「高齢のため」が最も高くなっており、中でも聴覚等障がいのある人は80％を超え、ほかの障がい等に比べて高くなっています。
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身体障がい （n=56）

視覚障がい （n= 4）

聴覚等障がい（n= 3）

言語等障がい（n= 4）

肢体不自由 （n=16）

内部障がい （n=29）

知的障がい （n=14）

精神障がい （n=31）

指定難病 （n=18）

手帳未所持 （n= 4）

正職（社）員

正職（社）員以外

自営業（家の仕事の手伝い含む）

内職

就労移行支援事業所、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所、作業所等を利用

その他

無回答


単位：％

	区
分
	働くところがないため
	通勤が困難なため
	自分にあった仕事がないため
	高齢のため
	病気のため
	重度の障がいがあるため
	家事に専念しているため
	その他
	無回答

	身体障がい
	18～39歳（n= 37）
	10.8
	10.8
	16.2
	-
	24.3
	70.3
	8.1
	10.8
	-

	
	40～64歳（n=105）
	22.9
	11.4
	21.9
	12.4
	40.0
	39.0
	15.2
	6.7
	1.9

	
	65歳以上（n=854）
	5.9
	1.5
	2.7
	79.0
	26.3
	17.2
	4.4
	1.5
	4.0

	知的障がい
	18～39歳（n= 25）
	8.0
	12.0
	16.0
	-
	12.0
	56.0
	-
	16.0
	8.0

	
	40～64歳（n= 29）
	13.8
	3.4
	20.7
	6.9
	24.1
	37.9
	3.4
	6.9
	6.9

	
	65歳以上（n= 13）
	15.4
	7.7
	7.7
	46.2
	23.1
	15.4
	-
	-
	15.4

	精神障がい
	18～39歳（n= 22）
	27.3
	13.6
	36.4
	-
	45.5
	18.2
	9.1
	27.3
	-

	
	40～64歳（n= 77）
	22.1
	13.0
	23.4
	9.1
	59.7
	20.8
	9.1
	5.2
	5.2

	
	65歳以上（n= 40）
	7.5
	-
	2.5
	70.0
	32.5
	37.5
	7.5
	2.5
	2.5

	指定難病
	18～39歳（n=  4）
	-
	-
	-
	-
	50.0
	25.0
	50.0
	-
	-

	
	40～64歳（n= 31）
	3.2
	-
	3.2
	6.5
	58.1
	19.4
	25.8
	22.6
	3.2

	
	65歳以上（n=128）
	8.6
	3.9
	2.3
	68.0
	34.4
	19.5
	8.6
	3.9
	2.3

	手帳未所持
	18～39歳（n=  1）
	-
	-
	-
	-
	100.0
	-
	-
	-
	-

	
	40～64歳（n=  4）
	50.0
	25.0
	50.0
	-
	75.0
	-
	-
	25.0
	50.0


「その他」として、主に次のような記入がありました。

	区　　分
	主な内容

	身体障がい
	・夫の介護で仕事を辞めた
・勉強や祖母の介護

・認知症のため

・体調が不安定
・手術の後遺症のため

・もらえるお金が少ないこと

・通所施設が仕事をしていない
・施設入所

・家事、介護（看護）が多かったため
・親の介護のため退職

・賃金が安過ぎ

・育児

・定年退職

・目が悪い

	知的障がい
	・今の生活で十分なため
・働く気がない

・コロナ感染の不安

・自宅でものづくりをしている

	精神障がい
	・障害者の賃金が安すぎるため

・コンピューターが使えない
・認知症のため、受け入れてくれる所がない
・休職中

・子どもがいる

・妊娠中のため

・対人恐怖など

・身の回りのことで精一杯なため
・施設にいるため
・入院中

	指定難病
	・体調面を考えて短時間で働きたいが、短時間労働では、幼稚園の夏休みの預かりの基準を満たしていないため、子どもの預かり先がない

・子育て中

・親の介護のため

・休職中

・退職

・病気は回復してきたが、体調にムラがあり、働きに出る自信が持てない

・歩けないので何にもできない

・寝たきりで自分で動くことができない

	手帳未所持
	・施設でリハビリ中のため


（２）今後の就労意向

「仕事はしていない」人に今後の就労意向をたずねたところ、「働きたい」は、身体に障がいのある人で5.5％、知的障がいのある人で20.6％、精神に障がいのある人で22.1％、指定難病患者で10.8％などとなっています。

図表４－６　今後の就労意向
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指定難病 （n= 95）

手帳未所持 （n= 27）

50万円以下 50万円以上～100万円未満

100万円以上～200万円未満 200万円以上～500万円未満

500万円以上～800万円未満 800万円以上

無回答


年齢別にみると、概ね年齢が低いほど「働きたい」が高い傾向にあります。
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仕事をしている 仕事はしていない 通学中、職業訓練中 無回答
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（３）希望する就労形態

今後「働きたい」人に希望する就労形態をたずねたところ、「就労移行支援事業所、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所、作業所等」での《福祉的就労》が、知的障がいのある人で50.0％と高いものの、それ以外では「正職（社）員」「正職（社）員以外」「自営業」「内職」での《一般就労》が高くなっています。

図表４－７　希望する就労形態
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自営業（家の仕事の手伝い含む）

内職

就労移行支援事業所、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所、作業所等を利用

その他

無回答
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３．障がいのある人が働くための環境づくり

障がいのある人が働くために必要なことをたずねたところ、知的障がいのある人と指定難病患者では「障がいのある人に対する事業主や職場の仲間の理解と配慮があること」、精神に障がいのある人では「障がいのある人にあった就労条件が整っていること」、手帳未所持者では「障がいの特性や程度にあった仕事が提供されること」が、それぞれ最も高くなっています。なお、「障がいの特性や程度にあった仕事が提供されること」と「就労移行支援や就労継続支援のサービスが整備されていること」では、手帳未所持者がほかに比べて高くなっています。（109頁参照）
身体に障がいのある人について、さらに障がいの種類別にみると、視覚障がいのある人では「障がいの特性や程度にあった仕事が提供されること」、肢体不自由者では「障がいのある人に配慮した職場の施設・設備が整っていること」が、それぞれ最も高くなっています。（110頁参照）
図表４－８　障がいのある人が働くために必要なこと（複数回答）
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働くつもりはない、または、働く必要がない 無回答
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単位：％

	区
分
	企業などが積極的に障がいのある人を雇うこと
	障がいのある人に配慮した職場の施設・設備が整っていること
	障がいのある人にあった就労条件が整っていること
	障がいのある人に対する事業主や職場の仲間の理解や配慮があること
	仕事をするための企業内訓練・研修の機会が充実していること
	自営業を希望する障がいのある人への支援が充実していること
	通勤や移動に対して配慮や支援があること
	健康管理が充実していること
	障がいの特性や程度にあった仕事が提供されること

	身体障がい
	18～39歳（n=  138）
	44.9
	61.6
	51.4
	68.8
	20.3
	12.3
	39.9
	25.4
	60.9

	
	40～64歳（n=  275）
	40.7
	48.0
	50.2
	53.1
	15.3
	13.1
	29.5
	21.8
	45.1

	
	65歳以上（n=1,015）
	26.8
	29.9
	29.2
	31.9
	10.9
	8.0
	19.5
	14.0
	27.2

	知的障がい
	18～39歳（n= 144）
	34.0
	54.9
	42.4
	63.2
	27.1
	14.6
	34.7
	25.0
	56.3

	
	40～64歳（n=   79）
	21.5
	27.8
	22.8
	41.8
	5.1
	1.3
	20.3
	20.3
	36.7

	
	65歳以上（n=   19）
	21.1
	36.8
	26.3
	36.8
	15.8
	-
	15.8
	21.1
	36.8

	精神障がい
	18～39歳（n=   53）
	37.7
	47.2
	71.7
	67.9
	22.6
	13.2
	37.7
	18.9
	64.2

	
	40～64歳（n=  126）
	46.8
	45.2
	54.8
	53.2
	27.8
	10.3
	28.6
	30.2
	49.2

	
	65歳以上（n=   47）
	23.4
	25.5
	21.3
	21.3
	10.6
	6.4
	12.8
	12.8
	25.5

	指定難病
	18～39歳（n=   20）
	20.0
	35.0
	50.0
	50.0
	15.0
	5.0
	30.0
	50.0
	35.0

	
	40～64歳（n=   89）
	30.3
	49.4
	47.2
	55.1
	13.5
	7.9
	28.1
	22.5
	48.3

	
	65歳以上（n=  155）
	32.9
	39.4
	30.3
	36.8
	14.8
	6.5
	23.9
	21.9
	29.7

	手帳未所持
	18～39歳（n=   14）
	57.1
	42.9
	50.0
	64.3
	42.9
	7.1
	35.7
	42.9
	64.3

	
	40～64歳（n=   18）
	38.9
	50.0
	61.1
	61.1
	22.2
	-
	38.9
	16.7
	61.1


単位：％

	区
分
	働く場の紹介（斡旋）や相談が充実していること
	就職に結びつく技術や知識を習得する機会が提供されていること
	就労する前に適正等を踏まえて就労先を選択するための支援があること
	就労した後の環境の変化に伴う生活面の相談等の支援があること
	就労移行支援や就労継続支援のサービスが整備されていること
	特に必要ない
	その他
	無回答
	

	身体障がい
	18～39歳（n=  138）
	24.6
	22.5
	21.0
	27.5
	24.6
	-
	2.2
	8.0
	

	
	40～64歳（n=  275）
	25.1
	16.7
	18.5
	21.1
	17.1
	1.8
	2.9
	14.5
	

	
	65歳以上（n=1,015）
	15.9
	11.2
	11.6
	11.2
	11.5
	11.0
	3.2
	30.0
	

	知的障がい
	18～39歳（n= 144）
	28.5
	20.8
	20.8
	38.2
	27.8
	4.2
	3.5
	13.2
	

	
	40～64歳（n=   79）
	13.9
	8.9
	12.7
	13.9
	19.0
	7.6
	6.3
	21.5
	

	
	65歳以上（n=   19）
	15.8
	15.8
	10.5
	5.3
	10.5
	5.3
	5.3
	21.1
	

	精神障がい
	18～39歳（n=   53）
	43.4
	22.6
	32.1
	30.2
	39.6
	3.8
	15.1
	5.7
	

	
	40～64歳（n=  126）
	33.3
	17.5
	27.8
	31.0
	23.0
	7.9
	5.6
	11.1
	

	
	65歳以上（n=   47）
	12.8
	4.3
	8.5
	10.6
	8.5
	17.0
	14.9
	21.3
	

	指定難病
	18～39歳（n=   20）
	15.0
	15.0
	30.0
	20.0
	5.0
	20.0
	5.0
	-
	

	
	40～64歳（n=   89）
	27.0
	15.7
	19.1
	20.2
	16.9
	2.2
	2.2
	13.5
	

	
	65歳以上（n=  155）
	14.8
	13.5
	14.2
	14.8
	14.2
	4.5
	4.5
	31.0
	

	手帳未所持
	18～39歳（n=   14）
	42.9
	42.9
	35.7
	35.7
	42.9
	-
	7.1
	-
	

	
	40～64歳（n=   18）
	33.3
	16.7
	22.2
	27.8
	44.4
	5.6
	-
	11.1
	


「その他」として、主に次のような記入がありました。

	区　　分
	主な内容

	身体障がい
	・仕事をするよりも、遊び感覚でリラックスできる方が大事なので、家庭型の方がまずは大事だと思う
・障がい者でも８時間×５日で労働可能な方がいくらでもいるが、企業側には全く認識されておらず、週６時間が通例となっているため、理解が必要
・障がい者が最初にどこに相談に行ったらよいかを明確にしてほしい

・中途障がいの人への支援

・職業も就いてみないと合っているかもわからないため、就労後でも、適正だと思われる職種がわかった時点で移動も考えられるような相談場所を設けていただきたい
・障がい者その人に合ったきめ細かなケースワーカーを増員する

・障がいについて当事者がきちんと説明すること

・まず、企業、職場で全員が障がい者に対する理解度が絶対に必要

・このために税金を使う必要はない、逆に減税すべき

・働くことが無理なので考えたことがない

・わからない

	知的障がい
	・今のものづくりを生かし、作家として販売していきたい

・わからない

	精神障がい
	・障害のある人を特別扱いしない環境

・役割を提供してほしい。やりがいを持って何をどれだけするのか、どの程度自分の判断を許されるのかわかりやすく提示してほしい

・障害者を職場の戦力として期待することをやめること

・短時間(４時間)労働での正社員という待遇

・健常者も余裕を持って働ける環境をつくること(忙しいと障害のある人に配慮することが難しそう)

・昇給、賃金など、健常者と差別しない

・障害がない人と同じくらいの年収をいただけるとうれしい

・交通費がほしい

・一定割合の人数を雇用することを義務付けて法人税率を高くするなどして、違反企業に罰則を与える
・家族の家での支え

・考えられない

・わからない

	指定難病
	・障害がある人の意志

・就労後のメンタルケアなど
・わからない

	手帳未所持
	・就職での面接をなくしたり、就活の負担を減らす
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